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平成29年度第１回神奈川地方労働審議会 

 

 

１ 日 時 

平成29年11月24日（金）10:00～12:00 

 

２ 場 所 

ワークピア横浜「いちょう」（横浜市中区山下町２４－１） 

 

３ 出席者 

【委員】 

公益代表 ：山倉委員、松本委員、本間委員、二神委員、三浦委員 

労働者代表：林 委員、中島委員、大橋委員、櫻庭委員 

使用者代表：畑野委員、増永委員、平野委員、清水委員、黒木委員 

【事務局】 

局長、総務部長、雇用環境・均等部長、労働基準部長及び職業安定 

部長ほか 

 

４ 議 題 

（１） 会長の選挙及び会長代理の指名 

（２） 部会委員等の指名及び同意 

（３） 神奈川労働局からの行政運営報告 

（４） 質疑・意見交換等 

 

５ 議 事 
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○大屋補佐 只今より、平成29年度第１回「神奈川地方労働審議会」を開催させていただ

きます。 

 本日、司会を務めます総務課長補佐の大屋と申します。よろしくお願いいたします。 

 まず初めに、事務局より本日の各委員の出席状況について御報告いたします。 

○古屋企画官 おはようございます。総務企画官の古屋と申します。どうぞよろしくお願

いいたします。 

 それでは、御報告いたします。 

 現在、公益代表委員が５名、労働者代表委員が４名、使用者代表委員が５名、計14名の

委員の先生方に御出席いただいております。 

 18名の委員の３分の２以上の出席がされておりますので、地方労働審議会令第８条の規

定により、本日の会議の開催及び議決ともに有効であることを御報告申し上げます。 

○大屋補佐 本審議会は、神奈川地方労働審議会運営規程第５条に基づき、原則として公

開となっております。発言者のお名前を含めた議事録をホームページ等で公開させていた

だくことになっておりますので、御了承願います。また、議事録作成のために、御発言の

際にはマイクをお使いいただきますよう、お願いいたします。 

 それでは、本審議会の事務局をしております神奈川労働局を代表いたしまして、姉崎局

長より御挨拶を申し上げます。 

○姉崎局長 皆様、おはようございます。本日は大変お忙しい中、本審議会に御出席いた

だきまして、大変ありがとうございます。 

 神奈川労働局の姉崎です。この４月から局長を務めさせていただいておりまして、今日

初めてお会いする方もいらっしゃるかと思いますけれども、これからどうかよろしくお願

いいたします。 

 本日、第９期の神奈川地方労働審議会委員の初めての会合ということになります。皆様

方には、日ごろお忙しい中、今期の委員就任を快くお引き受けいただきまして、大変あり

がとうございます。厚く御礼を申し上げる次第でございます。 

 本日は、議事次第にありますとおり、神奈川労働局からの行政運営報告ということで、

各部長より平成29年度の行政運営方針に基づきます上半期の取組状況、そこから見えてく

る課題、また、その課題を下半期に向けてどのように改善していくのかといったことにつ

きまして御報告をさせていただき、委員の皆様から率直な御意見、御感想などをお聞かせ

いただければと考えておりますので、どうかよろしくお願いをいたします。 

 せっかくの機会でありますので、私からも冒頭、神奈川労働局におきます主な取り組み

につきまして、簡単に御紹介をさせていただければと思います。 

 皆様御承知のように、今年度の私どもの労働行政の最大の課題は働き方改革の実現とい

うことでありまして、本年３月に決定をされました働き方改革実行計画を踏まえまして、

各種施策の積極的な推進に取り組んでいるところです。 

 長時間労働の抑制ですとか、同一労働同一賃金などを柱とします働き方改革関連法案、
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これにつきましては、残念ながら、衆議院の解散総選挙の影響で、法案の国会提出審議が

先送りになってしまいましたけれども、実行計画に盛り込まれた事項のうち、法律関連事

項以外のものについては、できるところから取り組んでいく方針のもとに現在取り組みを

しているところです。 

 そうした観点から、最初に３点ほどお話をさせていただきたいと思います。１つ目は、

長時間労働の是正についてであります。昨年の電通の事件以降、過労死とか過重労働の防

止に対する社会的な関心は極めて高くなっているところですけれども、神奈川県の労働時

間の状況を見てみますと、週60時間以上就労する労働者の割合は10％を超えておりまして、

全国で４番目に長い。通勤時間に至っては、全国で一番長い状況にありまして、年次有給

休暇の取得率は５割強にとどまっている状況にあります。 

 こうした中、昨年の12月、政府におきましては「過労死等ゼロ」緊急対策というものが

決定されておりまして、労働基準部の資料としても配付しておりますけれども、この緊急

対策の中には、違法な長時間労働を許さない取り組みの強化、メンタルヘルス・パワハラ

防止対策のための取り組みの強化、社会全体で過労死等ゼロを目指す取り組みの強化とい

う内容が盛り込まれておりまして、私どもといたしましては、現在これらの３本柱を着実

に推進しているところであります。 

 また、今月11月は過労死等防止対策推進法に基づく過労死等防止啓発月間ということで、

私どもといたしましては、今月を過重労働解消キャンペーン月間と位置づけまして、期間

中、長時間労働削減を始めとする働き方改革に向けての取り組みにつきまして、労使団体

等の皆様に対して要請を実施させていただくとともに、著しい過重労働や賃金不払残業等

を行う企業の撲滅に向けて、特に今月は指導監督を強化しているところであります。今年

度、下半期におきましても引き続き長時間労働の抑制、過重労働の防止、働き方改革に取

り組んでまいりたいと考えております。 

 ２つ目は、女性の活躍促進と雇用環境の整備についてでありまして、これは雇用環境・

均等部の関係の資料として配付しておりますけれども、昨年４月１日に施行されました女

性活躍推進法に基づきます行動計画策定届につきましては、行動計画の策定が義務づけら

れております301人以上の労働者を雇用する企業につきましては、９月までに労働局が把握

しております県内822社全ての企業からの提出をいただいているところであります。ただ、

計画の策定が努力義務となっている300人以下の労働者を雇用する企業につきましては、届

け出が153社にとどまっております。多くの企業が女性の活躍推進に向けて取り組んでいた

だけますように、引き続き働きかけを進めているところであります。 

 また、今年の10月１日、保育園などに入れない場合、最長２歳まで育児休業の再延長が

可能になるという育児・介護休業法の改正法が施行されましたけれども、引き続き周知に

努めていきたいと考えております。 

 雇用環境の改善の関係では、労働契約法に基づきます無期転換ルールというものがあり

まして、この無期転換ルールにつきましては、無期労働契約への申込権が本格的に発生を
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いたします平成30年、来年の４月に向けて残り５カ月になったということで、その円滑な

導入に向けて、現在、あらゆる機会を捉えて周知・啓発、必要な指導に取り組んでいると

ころでございます。 

 ３つ目は、職業安定部の関係でございますけれども、若者、障害者、高齢者、子育て中

の女性も含めて、全ての方が活躍できる一億総活躍社会実現に向けた取り組みについてと

いうことであります。今年の６月30日に、私と知事と一緒に働き方改革の推進並びに雇用

機会の確保について県内の経済団体に対して要請をさせていただいたところですけれども、

ハローワークにおきましては、職業紹介による就職支援を進める一方で、障害者の雇用率

達成指導を通じた障害者の雇用機会の確保、高齢者の雇用継続の延長等に関する助言指導

等を通じた環境整備などを図っております。中でも、来年４月１日から精神障害者の雇用

義務化に伴いまして、障害者の法定雇用率が引き上げられますので、各企業、機関におき

まして、法定雇用率が適切に達成できるように周知・啓発を積極的に行っております。 

 また、労働参加率の向上とともに、労働生産性も重要な観点ということで、現在、当局

におきましては、労働者側から見て、働きがい、働きやすい職場環境の整備を図るという

ことで、能力評価制度の導入やスキル向上のための研修等に取り組む企業に対して助成金

による支援を行っているところです。特に労働生産性の高い企業に対しては、助成率を上

積みする、助成金の増額により後押しをしているところであります。 

 加えて、個々の労働者の職業能力を高めることも労働生産性の向上に有効であるという

ことで、関係機関とも連携をして職業訓練の受講促進や教育訓練給付制度の活用促進を図

っております。 

 また、労働局の様々な取り組みにつきましては、地方自治体や関係機関との連携が不可

欠であり、従来から地方自治体と雇用対策協定の締結を進めてきたところですけれども、

本年３月31日に、神奈川県との間で雇用対策協定を締結し、県と密接な連携を図りつつ労

働施策の推進に取り組んでいるところでございます。 

 以上、神奈川労働局におけます主な取り組みについて簡単に紹介をさせていただきまし

たけれども、この後、各部長から各部の取組状況について報告をさせていただきます。本

日の会議で、委員の皆様方からいただいた貴重な御意見等につきましては、今後の私ども

の行政運営に生かしてまいりたいと考えておりますので、限られた時間ですけれども、ど

うかよろしくお願いいたします。 

○大屋補佐 本日は、本審議会が９期を迎えて初めての審議会ですので、議事に移らせて

いただきます前に、事務局から審議会委員の皆様の御紹介をさせていただきたいと思いま

す。 

 お手元のクリップとじの資料、事務局－１、第９期神奈川地方労働審議会委員の名簿を

ご覧ください。失礼かと存じますが、お名前のみ御紹介させていただきますので、御着席

のまま一礼をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 初めに、公益代表委員の三浦委員です。 
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 本間委員です。 

 山倉委員です。 

 松本委員です。 

 二神委員です。 

 なお、照屋委員は本日欠席です。 

 続きまして、労働者代表委員の林委員です。 

 中島委員です。 

 大橋委員です。 

 櫻庭委員です。 

 なお、岡元委員、真崎委員は本日欠席です。 

 続きまして、使用者代表委員の畑野委員です。 

 増永委員です。 

 清水委員です。 

 平野委員です。 

 黒木委員です。 

 なお、小泉委員は本日欠席です。 

 委員の御紹介は以上でございます。 

 次に、本日の資料の確認をさせていただきます。 

 資料事務局－１が審議会の委員名簿、事務局－２が神奈川労働局の出席者名簿、事務局

－３が部会委員名簿、事務局－４は専門委員候補者名簿となっております。また、事務局

－５が審議会関係の諸規程でございます。その他の資料につきましては、資料目次より御

確認ください。 

 それでは、議事に移りたいと思いますが、本日会長が決まるまでの間、事務局の古屋総

務企画官が議事を進行させていただきますので、御協力お願いいたします。 

 古屋企画官、よろしくお願いいたします。 

○古屋企画官 それでは、会長選出までの間、進行を務めさせていただきます。 

 議事の第１、会長の選挙及び会長代理の指名でございます。先ほどの事務局－５に関係

規程が載っておりますけれども、その地方労働審議会令第５条第１項によりますと、公益

を代表する委員のうちから委員が選挙をすることとなっております。どなたか立候補をさ

れる方、おりますでしょうか。 

 事務局では会長候補として山倉委員を御推薦申し上げたいと思いますが、いかがでしょ

うか。よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○古屋企画官 それでは、山倉委員が会長に就任されることを御賛同いただける方、改め

まして、挙手をお願いしたいと思います。 

（挙手あり） 
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○古屋企画官 ありがとうございます。 

 それでは、山倉委員に会長に御就任いただきたいと思います。新会長の山倉委員から、

一言御挨拶をお願いいたします。 

○山倉会長 ８期に引き続きまして、会長に御指名いただきました山倉でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 いよいよ第９期の審議会が開催されますが、本日配付いただきました資料を拝見いたし

ましても、雇用労働行政の課題というものは、景気は回復しておりますが、先ほど姉崎局

長からありましたように、働き方改革の実現などまだまだ山積しているように感じており

ます。 

 皆様には、本日は活発な御意見や建設的な御提案をいただき、我が国の雇用労働問題、

とりわけ神奈川の労働問題に対して少しでも切り開くよう、そういう会にさせていただけ

たらと思っております。 

 微力ではございますが、会長として務めさせていただきますので、よろしくお願いいた

します。 

○古屋企画官 ありがとうございました。 

 それでは、以後の議事の進行につきましては山倉会長にお願いしたいと思います。山倉

会長、よろしくお願いいたします。 

○山倉会長 それでは、次第に沿って議事進行をさせていただきます。 

 まず、議事の第１の後半といたしまして、会長代理の指名でございますが、地方労働審

議会令第５条第３項で会長が指名することになっております。ぜひ松本委員に会長代理を

お引き受けいただきたいと思いますが、松本委員、いかがでしょうか。 

○松本委員 承知いたしました。 

○山倉会長 それでは、よろしくお願いいたします。会長代理は松本委員にお願いするこ

とにいたします。 

 引き続きまして、議題の第２、部会委員等の指名及び同意に入りたいと存じます。 

 本日の資料の中に事務局－３、事務局－４として、部会委員名簿と専門委員候補者名簿

が提出されておりますので、事務局から説明をお願いいたします。 

○古屋企画官 説明させていただきます。 

 地方労働審議会令第６条、神奈川地方労働審議会運営規程第９条の規定によりまして、

本審議会には特別な事項を調査審議するための労働災害防止部会、家内労働部会、港湾労

働部会の３つの部会を置くことができるとされております。これら３つの部会の設置につ

きまして、御検討いただきますようよろしくお願いいたします。 

○山倉会長 ただいまの説明を受けまして、本審議会のほかに、今、申し上げました３つ

の部会を置くことにしてよろしいでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○山倉会長 異議なしということで、それでは、本審議会といたしまして、労働災害防止
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部会、家内労働部会及び港湾労働部会の３部会を置くこととします。 

○古屋企画官 続きまして、部会の委員につきましては、本審の委員のほかに臨時委員と

専門委員から任命するということとなっております。そこで、地方労働審議会令第３条に

よりまして、関係する臨時委員、専門委員は、第２項、第４項により労働局長が任命する

ことになっております。 

 事務局－３がございますけれども、ここに部会委員名簿がございますが、これは既に臨

時委員として任命しております。専門委員につきましては、審議会令の規定によりまして、

この審議会の同意を得て局長が任命するということになっております。事務局－４に専門

委員の候補の名簿が載っております。本日の審議会で委員の先生方の御同意をいただいた

後に、局長が任命をする運びとしたいと考えております。 

○山倉会長 それでは、ただいまの説明を受けまして、まず、専門委員について、本審議

会委員である皆様の同意を得ることが必要とされております。この事務局－４の中に記載

されています３名の方を専門委員として任命することに御同意いただけますでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○山倉会長 ありがとうございました。 

 それでは、本審議会といたしまして、本日付でこの３名の方を専門委員として任命する

に同意いたします。 

 それでは、続きをよろしくお願いいたします。 

○古屋企画官 では、部会の構成につきまして説明させていただきたいと思います。 

 地方労働審議会令第６条第２項によりまして、部会に属する委員、臨時委員、専門委員

は、会長が指名する形になっております。その名簿が事務局－３の部会委員名簿案に記載

されております。臨時委員の指名につきまして、御検討のほどよろしくお願いいたします。 

○山倉会長 それでは、労働災害防止部会、家内労働部会及び港湾労働部会の３部会の各

委員を指名したいと思います。事務局－３の部会委員名簿案のとおり指名したいと思いま

す。よろしいでしょうか。 

 では、部会長の選任につきましては、地方労働審議会令第６条５項により、当該部会に

属する公益を代表する委員及び臨時委員のうちから当該部会に属する委員及び臨時委員が

選挙すると規定されておりますので、各部会における対応をお願いいたします。 

 続きまして、次の議題の第３、神奈川労働局からの行政運営報告に入らせていただきま

す。雇用環境・均等部長、労働基準部長、職業安定部長、総務部長から、それぞれの所管

事項の御報告をお願いします。なお、委員の皆様からの質疑等につきましては、報告が一

巡した後にまとめてお願いしたいと思います。 

 それでは、最初に雇用環境・均等部長、報告をお願いいたします。 

○布川雇用環境・均等部長 皆さん、おはようございます。雇用環境・均等部長の布川で

ございます。私は本年７月に埼玉労働局から異動してまいりました。今後ともどうぞよろ

しくお願いいたします。 
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 私からの報告でございますが、資料は共通－４の横表を主に使って説明させていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

 １つ目、２（１）ア、働き方改革の推進についてでございます。働き方改革につきまし

ては、先ほど局長の挨拶の中にもありましたように、３月に策定された働き方改革実行計

画に基づいて、労働局も総力を挙げて取り組んでいるところでございます。その中で、雇

用環境・均等部は、働き方改革の取り組みに向けての機運の醸成が図られるよう、広報・

啓発に関する施策を多く担っております。その一環といたしまして、上半期の欄の２つ目

の○でございますけれども、労働局長等の局幹部が訪問しまして、県内有力企業８社に対

して働き方改革のさらなる取り組みの働きかけを行ったところであります。労働局長によ

る取り組みの要請につきましては、その様子を労働局のホームページに掲載して、機運の

醸成を図ったということでありまして、もう一つ、企業から他企業についての取組事例の

ニーズが高いということから、好事例と考えられる企業の取組事例を６件ほど掲載いたし

ました。下半期につきましても、引き続き県内有力企業への働きかけを行ってまいります

とともに、それらの訪問状況を好事例とともにホームページに引き続き掲載して、機運の

醸成と好事例の蓄積を図ってまいりたいと思っております。 

 同じ欄の上半期の最後の○をご覧いただきたいのですが、神奈川働き方改革会議という

ものを開催しております。こちらの会議で今年度実施することとしておりましたワークシ

ョップを、人手不足感の強い建設業を対象に開催いたしまして、11社の参加を得たところ

でございます。 

 下半期につきましては、神奈川働き方改革会議を11月29日に開催することとしておりま

して、今後の取り組みについて情報共有を行った上、検討を行い、神奈川県における働き

方改革を推進してまいることにしております。具体的には、昨年度の同会議で決定されま

した取り組みにつきまして、働き方改革に関する各種の情報、助成金ですとか、あるいは

その他の企業への支援策等の事業主にとって有益な情報、県・経産局の情報、労使団体の

情報などを集約したページを労働局ホームページに作成するということを考えております。 

 次に、２（１）エ、女性の活躍推進についてであります。女性の活躍推進法に基づく行

動計画の届出状況につきましては、神奈川県は301人以上の義務企業の届け出率は100％と

なっておりますけれども、計画期間が終了した義務企業に対しましては、継続的に計画の

策定・届出がなされるように働きかけを行っておりまして、100％を維持しているところで

ございます。 

 また、300人以下の努力義務企業に対しましても策定・届け出を促して、雇用環境・均等

部の独自資料がありますが、そちらの雇均－２にありますように本年９月30日現在で153

社となっております。まだまだ少ないのですけれども、これでも全国第４位の数字という

ことになっております。中小企業への普及がさらに図られるように、引き続き女性活躍推

進法に基づく行動計画の策定、そして取り組みを促していくこととしております。あわせ

まして、認定制度や女性活躍加速化助成金という支援策がございますので、助成金の活用
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を促しつつ、周知を行っていくことにしております。 

 次に２（２）ア、総合的ハラスメント対策の一体的実施ということで、上半期の欄の２

つ目の○ですが、マタニティハラスメント、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメ

ントに関する相談を一体的に取り組んでまいりました。下半期につきましては、引き続き

ハラスメント相談に一体的に対応していくこととしております。また、雇均－５の資料に

ありますように、神奈川労働局でも11月１日から12月28日の間に、全国ハラスメント撲滅

キャラバンというキャンペーン活動を実施しております。この一環といたしまして、11月

17日にハラスメント防止対策に係るセミナーを開催したところでございます。また、11月

１日から12月28日のキャンペーン期間、ハラスメント対応特別相談窓口を設置して、ハラ

スメント相談の対応をしております。こちらも下半期、引き続き行ってまいることとして

おります。 

 ２（２）イ、個別労働紛争の解決の促進ですが、平成29年９月末日現在における総合労

働相談件数が２万6,777件、うち、民事上の紛争に関するものが6,318件、助言指導件数は

158件、あっせん受理件数が153件でありました。うち総合労働相談件数につきましては、

前年同期比で約14％増加している状況でございます。また、あっせんにつきましても非常

に多くて、前年同期の108件から153件となり、42％の増加ということになっております。

この総合労働相談件数14％増の原因でございますが、次の２（２）エ、労働条件の確保・

改善対策とも関係しておりまして、この秋ごろから労働契約法の無期転換ルールに関する

相談が増えてきているということが原因の一つと考えられます。 

 ２（２）エ、労働条件の確保・改善対策についてですが、労働契約法の無期転換ルール

につきましては、無期転換申込権が本格的に発生する平成30年４月を間近に控えておりま

して、本年度はラストスパートということで重点施策として取り組んでおります。 

 雇均－７の資料をご覧いただきたいのですが、９月と10月に「無期転換キャンペーン」

を実施いたしまして、局主催セミナーの開催、自治体や事業主団体に対する周知・啓発、

そして、協力要請、また、連合さんからの協力を得まして街頭広報活動などを行うなど、

集中的な広報活動を展開いたしました。また、局におきましては、事業主と労働者からの

相談に広く対応できるような体制を整備して、特別相談窓口を設置いたしました。そうい

った活動を行ってまいりました。 

 有期特措法の認定に関してはパンフレット等を配布して、法の周知を行うとともに、事

業主からの認定申請にも適切に対応してきたところでございますが、下半期につきまして

は、引き続き無期転換ルールと有期特措法に基づく認定について周知徹底を図っていきま

すとともに、認定申請がラストスパートということで急激に増えてきておりまして、年を

越えてからもさらに大幅な増加が見込まれることから、年度末に向けて申請の増加に対す

る体制を整備し、遅滞なく適切に対応していく所存です。 

 私からは以上でございます。 

○山倉会長 どうもありがとうございました。 
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 引き続きまして、労働基準部長から報告をお願いいたします。 

○久富労働基準部長 おはようございます。労働基準部長の久富と申します。今年の４月

に福島労働局から転任してまいりました。よろしくお願いいたします。 

 私からは、共通－４と基準関係の資料の１から14までを活用して御説明させていただき

ます。説明の内容によっては、資料の順番が前後する可能性もありますけれども、何とぞ

御容赦をいただきたいと思います。 

 まず、働き方改革の関係で、労働基準部で取り組んでいる各施策について御説明をさせ

ていただきます。働き方改革については、メディアで上限規制の話や同一労働同一賃金の

話といったものが多く取り上げられるので、この２つがクローズアップされているのです

けれども、今年の３月に決定された働き方改革の実行計画の中では、具体的施策として11

の施策が取り上げられております。 

 労働基準部におきましては、その中で長時間労働の是正、賃金の引き上げ、病気の治療

と仕事の両立の３つについての施策に取り組んでおりまして、まず、長時間労働の是正か

ら御説明をさせていただきます。 

 共通－４、４ページ、３（１）ア、働き過ぎ防止に向けた取り組みの推進ということで、

長時間労働の是正について、時間外労働が80時間を超えるおそれがある事業場については、

全数監督指導を計画しております。もう一点、長時間労働等による脳・心臓疾患又は精神

疾患、こういったものの労災請求があった事案については、これもまた全数監督指導を行

うことにしております。 

 上期においては、80時間超えのおそれがある事業場については、９月末現在621件の監督

指導を実施しております。年間計画からすると、おおむね順調に進んでいるところです。

また、過重労働に関する労災請求の案件については、これは現時点では請求されたものに

ついて全て監督指導を実施しているところです。 

 もう一点、一定の長時間労働があって、なおかつ企業規模がある程度大きいところにつ

いては、今年度から一定の違反があった場合には、署長自ら指導する。また、署長指導で

是正されかった場合には、労働局長自ら指導した上で、企業名を公表する制度を導入して

おりますけれども、現在、神奈川では署長指導をした事案がございます。まだ局長指導ま

で行ったものはございません。 

 これらについては、下期におきましても引き続き監督指導を全数行ってまいりますとと

もに、必要な場合には署長指導、局長指導を行うことにしております。基準－２を開いて

いただきますと、11月は「過重労働解消キャンペーン」期間として位置づけておりまして、

この期間を重点的に過重労働に関する監督指導を行うということにしているところです。 

 長時間労働の是正に関しては、この働き方改革の中でワークライフバランスの観点から

長時間労働の是正を求めるとともに、もう一点、平成26年に議員立法で成立いたしました

過労死等防止法、これに基づいた取り組みも行っているところです。これについては、基

準－１と基準－３をご覧いただきたいと思います。「過労死等ゼロ」緊急対策と、11月は
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先ほど申し上げた「過重労働解消キャンペーン」月間と「過労死等防止啓発月間」、この

２つの取り組みが重なっているところです。こちらについては、先ほど申し上げたとおり

過労死等防止法に基づく取り組みをしているところでございまして、長時間労働の是正に

ついては双方に係る取り組みでございますので、先ほど申し上げたような内容の取り組み

をしているところでございます。 

 ただ、過労死等防止については、長時間労働の是正だけではなくて、例えばメンタルヘ

ルス対策の取り組み、こういったものもやっております。過労死の神奈川県の現状につい

て、データで御説明申し上げますと、基準－14をご覧いただきたいのですが、この資料の

１枚目のところです。まず、脳・心臓疾患については請求件数49件で、前年から35％減少

しております。ただ、全国的に見ると４位といった状況です。精神障害の労災補償につい

ては請求件数140件で、全国で３位となっています。 

 脳・心臓疾患については、労災で認定したものについては、当然ながら80時間を超えた

長時間労働の事案なのですけれども、精神障害については、必ずしも長時間労働だけでは

なくて、パワハラ、セクハラ、いじめ、こういったものが原因になっているものもござい

ます。 

 精神疾患については、長時間労働になっているものというのは、この資料の11ページを

ご覧いただきたいと思います。昨年度の神奈川での長時間労働の事案は、精神障害の支給

決定が42件あったところ、80時間超えというのが７件となっております。そのうち４件に

ついては、160時間以上の非常に長時間労働になっている事案もあるといった現状となって

おります。 

 こういった長時間労働の事案については、先ほど申し上げたとおり、監督指導をしてい

るのです。実際に起こった事案について是正を求めるだけではなくて、また共通－４に戻

っていただきたいのですが、３（１）アの一番下の○のところです。時間外労働について

は、労使協定を締結しなければ時間外労働はできないといった規制になっておりまして、

時間外労働の協定がいわゆる36協定というものですけれども、この36協定を労働基準監督

署に提出していただく際に長時間になっているようなものについては、もう少し時間を短

くしてくれといった指導を全数実施しているところでございます。 

 長時間労働の是正に関しては、今、申し上げたような運用をしているところですけれど

も、そもそも労働時間の規制自体が緩いのではないかということで、今の36協定制度につ

いては、労使協定を締結すれば事実上、法律上は法制の制限なく時間外労働ができる制度

になっているのですけれども、その制度自体が長時間労働を是正するには緩いということ

で、現在一定の時間を超えた場合には、たとえ労使協定を締結した場合であっても罰則を

科すといった上限規制の法案が先ほど局長からも話がありましたけれども、政府としては

提出の準備をしておりまして、国会の準備が整い次第、法案を提出する運びになっており

ます。 

 ただ、業種によっては、いきなり上限規制を適用するというのは業界の慣行からなかな
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か難しいといったものもございまして、例えばその中では、建設業については基準－５を

ご覧いただきたいのですが、建設工事についてはこれまでの商慣行や雇用慣行、労働慣行、

こういったものから直ちに上限規制を適用するのは難しいといった現状があることを踏ま

えまして、国交省と厚労省で連携しまして、建設工事における適正な工期設定等のための

ガイドラインというものを設けて、そもそも請負契約の内容についても今後変えていって

くださいといった指導を現在しているところです。 

 また、建設業と並んで労働時間が多い運輸業につきましても、運輸事業者だけではなか

なか労働時間の是正が難しい現状があることも踏まえまして、行政と運輸事業者、荷主を

含めた三者で構成した検討会を、中央ないしは全国都道府県に協議会を設けまして、そこ

で労働時間を短縮するための取り組みをするモデル事業を実施しているところです。モデ

ル事業の結果を踏まえて、今後ガイドラインを作成して、将来上限規制が適用されるまで

の間に商慣行や雇用慣行を是正していただくといった取り組みをしておるところでござい

ます。 

 続きまして、働き方改革の２つ目の賃金の引き上げの関係なのですが、これは共通－４

に戻っていただきまして、５ページ、３（１）ウ、最低賃金制度の適切な運営でございま

すが、最低賃金については、今年の10月から時間額を26円引き上げて、956円に改正してお

ります。これについては、改正前の９月以降、改正後の金額について積極的に周知を行っ

てきております。 

 また、下期におきましては、第４四半期、１月から３月までの間に、管下の12の監督署

におきまして、最低賃金の履行確保を主眼とした監督指導を重点的に実施することにして

おります。 

 続きまして、３つ目の病気の治療と仕事の両立ですけれども、がんなどの重い病気にか

かった方々は、これまで治療に専念して仕事をやめられる方が結構いらっしゃる現状でご

ざいました。働き方改革実行計画の中では、こういった方々について、治療をしながら仕

事をする治療と仕事の両立を目指す取り組みをしているところです。 

 基準－11でございますけれども、神奈川労働局では、私どもと神奈川県、横浜市、また、

主要病院、これらによって構成された会議を持ちまして、それぞれの機関で両立に向けた

どういう取り組みをやっているのかを整理した上で、各機関において周知・広報するとい

った取り組みをまず進めているところでございます。 

 また、労働者健康安全機構におきまして、両立支援促進員が、医者と会社の間を取り持

って仕事を続けられるといった取り組みをやっているところでございます。これについて

も、私どもでも周知をしてきているところでございます。 

 以上が、働き方改革に関する労働基準部の取り組みでございます。 

 続きまして、もう一点、重点として挙げておりますのが、労働災害防止の関係なのです

が、労働災害防止については、平成24年を起点とした第12次の労働災害防止計画というも

のを当局では設けております。その中では、死亡労働災害を平成24年度からは15％減させ
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る。休業災害についても同じく15％減させるといった目標が立っておりますが、死亡災害

については、何とか12次の目標を昨年達成いたしまして、今年度もこのまま進展すると達

成できそうなのですが、休業災害については実は平成24年度からさほど減っておりません

で、おおよそ横ばいの状況でございます。特に３次産業について、労働災害が増加してい

る現状にございまして、そういった現状を踏まえて、３次産業に関する取り組みを進めて

いるところでございます。 

 資料については、共通－４の６ページでございます。３つ目の○の第３次産業対策、４

つ目の○、これも災害が増えております陸上貨物運送事業対策、こういった対策を中心に

進めているところでございまして、今後、特に災害が多い社会福祉施設、陸上貨物運送事

業については、下半期に向けても重点的に取り組むことにしております。 

 私からの説明は以上でございます。 

○山倉会長 ありがとうございました。 

 引き続きまして、職業安定部長から報告をお願いいたします。 

○鶴谷職業安定部長 職業安定部の鶴谷と申します。昨年度からお世話になっております。

よろしくお願いいたします。 

 働き方改革との関係で申し上げますと、誰もが持てる能力を最大限に発揮して、生き生

きと働くことができる一億総活躍社会の実現に向けまして、我々職業安定行政といたしま

しては、企業様の観点から見れば人材確保や人材育成の支援を、求職者、労働者の方の観

点から申し上げれば就職やキャリア形成の支援を実施しているところでございます。 

 具体的には、ハローワークにおいて関係機関とも連携しながら、企業と求職者とのマッ

チングや職業訓練機会の提供等を行っているところでございます。 

 支援の対象者の中には、例えば若年者、子育て中の方、高齢者、障害者、長期療養が必

要な方などもいらっしゃることから、それぞれの特性に応じました配慮を行いつつ支援し

ているところでございます。 

 今年度の実績につきましては、共通－４の７ページをご覧ください。４（２）、子育て

中の方々の支援について記載しております。マザーズハローワークやマザーズコーナーに

おきまして、お子様連れでも相談しやすい環境を整えて、育児と両立しやすい求人の提供

等も行っているところでございます。担当者制できめ細やかな支援を行った場合には、就

職率95％以上を達成しております。 

 続きまして、９ページ、４（５）をご覧ください。正規雇用の方を増やすために、ハロ

ーワークでの職業紹介におきましては、正社員での就職を御希望の方には、重点的に支援

を行っているところでございます。また、企業様が既に雇用されている非正規の方々を正

社員に転換する場合は、キャリアアップ助成金で支援を行っているところでございます。 

 障害者等については、別の資料で詳しく説明させていただきます。まず、安定－１の資

料をご覧ください。こちらの資料でございますけれども、今年度ではなくて、昨年度のハ

ローワークを通じた障害者の就職支援を行った結果について発表したものでございます。
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ハローワークで昨年１年間に就職支援して就職が成立した件数でございますけれども、

3,948件でございました。７年連続過去最高を更新しているところでございます。 

 下側の四角囲み、ポイントのところをご覧いただきたいのですが、ハローワークに新規

に求職のお申し込みをいただいた方は全体で１万1,883件でございましたけれども、そのう

ちの47.6％に当たる5,656件が精神障害者の方でございました。就職件数につきまして、先

ほど申し上げました3,948件のうち43.7％に当たる1,727件が、やはり精神障害者となって

いるところでございます。今年度に関しましては、ハローワークでは、昨年の就職件数以

上の結果を出せるように、現在マッチングに一所懸命努めているところでございます。 

 安定－２の資料をご覧ください。障害者雇用促進法の関係でございます。企業様には雇

用している従業員のうち、一定割合について障害者を雇い入れていただく障害者雇用率制

度がございます。平成30年４月１日から、精神障害者の雇用義務化に伴いまして、法定雇

用率が引き上げになります。民間企業様の場合は、従来の2.0％から2.2％に引き上げとな

ります。労働局、ハローワークでは、法定雇用率の引き上げも含め、障害者雇用に向けて

の周知・啓発を行いつつ、積極的な就職支援を行っているところでございます。 

 安定－３の資料をご覧ください。今、申し上げましたとおり、法定雇用率が引き上げと

なりますので、企業様におかれましても、障害者を積極的に雇用しているところでござい

ます。１つ前の安定－１の資料で申し上げましたとおり、現状におきましては、精神障害

者で就職を希望される方が多く、就職件数も多いところでございます。今後は精神障害者

を雇用する機会が増えることが予想されます。 

 他方、精神障害者の離職率は他の障害者の場合よりも高いので、企業様にとっては、配

慮のポイントを理解したいとの御要望も多いところでございます。このため、今年度から、

精神障害者、発達障害者の方と一緒に働いていらっしゃいます上司の方や同僚の方々を対

象として、障害特性や配慮事項について御理解を深めていただいて、精神障害者等の応援

者になっていただくための精神・発達障害者しごとサポーター養成講座を開催していると

ころでございます。この資料の裏側をご覧ください。今年度に関しましては、県内各地で

６回開催予定でございまして、既にこれまでに２回開催しているのですが、ほぼ定員どお

りであり、かなり参加の御要望が高い事業となっております。 

 次、高齢者に関してでございます。安定－４の資料をご覧ください。高年齢者の取り組

みの一つといたしましては、企業様において継続的に雇用していただくべく、定年の廃止

や定年の引き上げ等に向けて周知・啓発を行っているところでございます。平成29年６月

１日時点の県内の企業の高年齢者の雇用確保措置実施状況につきまして、10月30日付で発

表させていただきました。その資料が、この安定－４の資料になります。集計の対象とな

っているのは、県内の従業員31人以上規模の企業、7,127社となっております。 

 ３ページをご覧ください。高年齢者等の雇用の安定等に関する法律により、義務化され

ています65歳までの雇用確保措置を導入している企業様は7,106社でございまして、全体の

99.7％と、ほとんど達成されているような状況でございます。 
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 他方、５ページをご覧いただきたいのですが、希望者全員が65歳以上まで働ける企業様

の状況は5,358社でございまして、全体の75.2％となっております。 

 ７ページ、下側でございます。70歳以上まで働ける企業様の状況となりますと、1,509

社でございまして、全体の21.2％となっております。今後は生涯現役社会の実現のために

も、65歳以降も雇用が確保されるように定年の引き上げ、定年の廃止等々が必要になって

まいります。我々といたしましては、高年齢者を積極的に活用されていらっしゃいます企

業様の好事例を紹介するなどによって、企業の取り組みを促していくところでございます。 

 続きまして、安定－５の資料をご覧ください。来年３月、御卒業予定の高校生の新規学

校卒業者の職業紹介状況になっております。 

 真ん中、四角囲みをご覧ください。来年３月卒業予定、高校生の就職内定率でございま

すけれども、49.9％でございました。高校生の場合は９月16日からが採用選考開始でござ

いますので、わずか２週間ぐらいのことなのですけれども、半分ぐらいの方が９月末時点

で内定が決まっているような状況でございます。しかしながら、まだまだあと半分の方が

未内定のまま残っておりますので、少しでも早く内定が得られますように、ハローワーク

では支援をしていくところでございます。 

 次、安定－６の資料をご覧ください。ハローワークでは、マッチング機能を向上させて

いくために毎年目標を定めて実績を管理しながら業務を行い、結果を評価するということ

に取り組んでおります。こうした取り組みを通じまして、業務改善や職員資質の向上につ

なげていくこととしております。 

 目標につきましては、例えば就職件数といった業務の指標でございますとか、あるいは

利用された方の満足度なども入っております。こちらの資料は平成28年度の結果でござい

ます。県内14カ所のハローワークの結果が、１枚めくってからずっと載っています。全国

のハローワークと比較してどうかというところにつきまして、最初のハローワーク横浜の

場合は、「良好な成果」となっているのですけれども、県内の14カ所のハローワークのう

ち「良好な成果」が11カ所、「標準的な成果」とされたものが３カ所でございました。こ

の取り組みについては、平成27年度から実施しているのですが、今年度も同様に実施して

いるところでございます。 

 少し資料をお戻りいただくのですけれども、共通－６をご覧ください。先ほど局長の姉

崎からも御紹介させていただきましたが、地方自治体との連携の関係でございます。今年

３月に地域の実情に応じた雇用施策をこれまで以上に一体的、かつ効率的に取り組めるよ

うに、神奈川労働局と神奈川県との間で協定を締結いたしました。 

 協定の締結の後は、どのような取り組みをどのような役割分担で実施していくかについ

て、毎年事業計画を策定していくこととなっております。今年度分の事業計画は、共通－

７の資料にございます。内容につきましては、共通－３の雇用施策等実施方針とほぼ同じ

ようなものになっております。 

 ところで、共通－８をご覧いただきたいのですが、国と都道府県との雇用対策協定でご
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ざいますけれども、平成28年に雇用対策法に明確に規定されまして、その後、各都道府県

でも協定の締結が進んでいます。資料は43県となっているのですが、平成29年11月現在で

は44県で既に締結されております。 

 左側をご覧いただきたいのですけれども、雇用というのは地域の情勢にも大きく左右さ

れますし、都道府県が実施する事業と連携して実施するほうが、相乗的な効果を有するこ

とから、これまで各都道府県労働局長は、都道府県知事の意見も聞きながら、雇用施策実

施方針というものを策定してまいりました。神奈川労働局版で言いますと、共通－３にな

ります。しかしながら、現在、各労働局と都道府県との協定締結が進んでおりまして、先

ほど申し上げましたとおり、ほとんどの都道府県では協定に基づく事業計画も策定される

ことになりました。このため、雇用対策法施行規則を改正いたしまして、来年４月からで

すけれども、雇用施策実施方針は廃止となりまして、協定に基づく事業計画に一本化する

こととなりましたことを御報告させていただきます。 

 以上です。 

○山倉会長 どうもありがとうございました。 

 最後になりましたが、総務部長から報告をお願いします。 

○小野寺総務部長 お疲れさまでございます。今年度から総務部長を務めております小野

寺と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、共通－４、13ページをお開きください。労働保険適用徴収業務の重点施策という

ことで、大きく３点ほど載せてございます。労働保険の未手続事業一掃対策の推進、労働

保険料の適正徴収、労働保険料率の周知徹底と、この３点を重点として取り組んでいると

ころでございます。 

 そもそもの話になって恐縮なのですけれども、労働保険制度は、それ自体が失業であり

ますとか、仕事中のけが、病気、これに対する補償といった点で、働く方々のセーフティ

ーネットの役割を果たしているとともに、これがもちろん一番大きな目的ではあるのです

けれども、今日では、各部からも説明がありましたけれども、労働行政のさまざまな施策、

例えば雇用の安定でありますとか、高齢者対策でありますとか、障害者の方への支援であ

りますとか、はたまたワークライフバランスの推進、労働条件、労働環境の改善・向上、

働く現場の安全確保、働き方改革の推進などなど、労働行政を財政的に支えているものが

労働保険制度だと言っても過言ではないという状況にございます。 

 したがいまして、この労働保険制度を運営していくに当たりましては、健全な運営はも

とよりなのですけれども、費用負担の公平な視点、観点というものももちろん非常に大事

になってくるわけでございます。労働者の方、働く方を雇用する全ての事業主の方が、労

働保険に加入して労働保険料の確実な納付が強く求められております。繰り返しになりま

すけれども、ひいては、これがさまざまな労働行政の施策の推進につながっているのだと

いうところでございます。したがいまして、今、申し上げました３点を大きな注意点とい

たしまして、事務に取り組んでいるわけでございます。 
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 まず、労働保険の未手続事業の一掃対策の推進についてでございます。特に資料はない

のですけれども、後でパンフレットが出てきますが、これも言わずもがななのですが、労

働保険は強制適用の保険でございます。しかしながら、いまだ中小、それから、零細事業

が中心になるのですけれども、相当数の未手続事業が存在しております。強制保険である

がゆえに、あえて未手続という言い方をしているのですけれども、この未手続事業の解消

は、これも繰り返しになって大変恐縮なのですが、労働保険の健全な運営、費用の公平負

担の観点から、極めて重要な課題でございます。今年度もここを最重要課題と位置づけま

して、より一層の適用促進を進めているところでございます。 

 特に今月、この１カ月間、11月を労働保険適用促進強化月間と位置づけまして、本省は

もちろんなのですけれども、全労働局を挙げて広報活動を実施しているところでございま

す。厚生労働本省のほうにおきましては、インターネットのバナー広告でありますとか、

全国紙、地方紙に新聞広告を掲載しているといった取り組みをしておりますし、また、当

局におきましては、約300の公共機関でありますとか、業界団体に対しまして、周知用のポ

スターの掲示、それから、リーフレットの配置について、協力を依頼したところでござい

ます。 

 総務－４にどういったパンフレット、リーフレットなのだということで、御参考につけ

させていただいております。このポスター、リーフレットの掲示、配布の協力以外に、横

浜の市営バスと契約を結びまして、横浜市の中心部を走行するバス、予算の関係もありま

して１台でしかできなかったのですけれども、いわゆるラッピングバスというのですか、

車体に広告を載せるもの、そういう取り組みをしております。あわせて、港北営業所エリ

アを中心に走行します、こちらは30台ほど行っているのですが、運転手さんの後ろにある

車内モニター、ここに動画広告、車内デジタルサイネージと言うらしいのですけれども、

これの取り組みも行って、効果的な広報活動に努めているところでございます。 

 これも資料がなくて恐縮なのですが、先ほど、未手続事業があると言いましたけれども、

こういう強化月間のみならず、年間を通しまして、加入勧奨を実施しているところでござ

いまして、今年度、一つの目安といたしまして2,000事業場、本来の自主的な成立というも

のを目標に活動しているところでございます。 

 労働保険の徴収状況ですけれども、総務－１という資料をご覧いただけますでしょうか。

平成28年度の労働保険料の徴収決定額等々を都道府県別に記載したものでございます。資

料には、頭のほうに「平成28年度・平成29年５月末現在」とわかりづらく書いてあるので

すが、これは内部の処理の関係で、国の会計年度は３月で終わることなく、内部的な事務

処理もございまして、５月末までが旧年度という処理をしておりますので、その関係で「29

年５月末」という表記をしておりますが、中身は28年度末の数字だとご覧いただければと

思います。 

 これを見ていただきますと、真ん中辺の神奈川というところなのですけれども、徴収決

定額としては、労働保険料として納めてくださいという額は約1,485億円。一方、それに対
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して納めていただいたお金が約1,460億円でございまして、どちらの数字も東京、大阪、愛

知、これに次いで４番目に多い額となっております。 

 一方、これを収納率という数字の見方をしますと、全国平均で、一番下のほうにありま

すけれども、98.61％なのですが、当局の場合、これを若干下回って98.33％ということに

なっております。徴収決定額は全国で４番目ということだったのですけれども、収納率と

いう点で見ますと、残念ながら全国で23番目ぐらいでございまして、ここが課題かなと思

っているところでございます。 

 今のは平成28年度の状況なのですが、総務－２という資料が、過去５年間の徴収決定額

なり収納額を、棒グラフと折れ線グラフであらわしているものでございます。ご覧いただ

いたとおりであるのですが、平成28年度は徴収決定額、収納額ともに、前年度に比べて約

10％減少しております。ただ、これは世の中の景気云々とか、行政の対応が不十分だった

ということでは決してなくて、これも御案内のとおりだと思うのですけれども、雇用保険

率が引き下げられましたので、一般の事業場であれば1000分の13.5から1000分の11に雇用

保険料率が引き下げられた予定された減額というものでございまして、特に問題があると

は我々は思っておりません。 

 一方、先ほど、収納率の話、残念ながら23位という話をしましたけれども、数字主義で

はもちろんないのですが、折れ線グラフでご覧いただいたように、全国平均ももちろんで

すが、当局も毎年少しずつ上がってきてはおります。ただ、繰り返しになりますが、全国

平均を下回っている状況にございますので、ここを肝入りで何とかしなければということ

で、今年度から、各署でも行っていた滞納整理業務を局の徴収課に業務を集中化して、専

従的かつ効率的に納付特例等々を行うという手法をとることによって、収納率を向上させ

ていきたいと考えているところでございます。その結果、残念ながら御理解を得られずに

お金を納めてくれない事業場さんがどうしてもある場合は、最終的には銀行口座の差し押

さえ等々の強制措置をとっているところでございまして、本当はここまでは行きたくはな

いのですけれども、自主的に納めていただきたいところではあるのですが、言葉は大変御

無礼になりますけれども、悪質な事業場に対しては、きちんとした毅然とした対応もとら

なければだめだということで、こういう措置もとっております。昨年度の差押さえ等の１

年間の件数をもう既に今年度は超えまして、上半期で32件ほどの差押さえを実施している

ところでもございます。下半期はさらにこの滞納整理業務の取り組み、局への集中化とい

うことをうまく効果的にやれるように行いまして、収納率のアップにつなげたいと思って

おります。 

 最後になりますが、総務－３という資料がございます。時間の関係もあるので詳細は触

れませんけれども、労災保険と雇用保険ということで、お金をもらって、これは神奈川局

だけではなくて、全国ベースの数字です。こういう施策なりに使われているのだという資

料でございますので、後ほどご覧いただければと思います。 

 私からは以上でございます。 
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○山倉会長 どうもありがとうございました。 

 ４つの分野から、労働行政運営の実際、あるいは予定計画の丁寧な説明を受けました。 

 引き続きまして、委員の方からただいまの報告につきまして御意見を承りたいと存じま

すので、よろしくお願いします。 

○林委員 連合神奈川の林です。 

 ２点ほど、御礼も兼ねてというところが若干ありますけれども、意見を申し上げたいと

思います。 

 まず１つ目は、無期転換ルールのところで、雇均－８でも先ほど御紹介いただいて、連

合神奈川とタイアップいただきました街頭でのキャンペーンに御協力いただいたことに御

礼を申し上げたいと思っております。また、説明はありませんでしたけれども、最賃のほ

うも御協力いただいたと聞いておりまして、今後は毎月５日を連合の「ゴ」とかけて「連

合の日」という形で、県下９つの地域でそれぞれ月々に駅等の場所を決めて、キャンペー

ン等々とか、こういった訴えをやっております。お立場上、横浜以外はなかなか探すのは

難しいかもしれませんけれども、県内は広うございますので、各地でやっております。是

非引き続き一緒に連携できればということで、よろしくお願いしたいと思っています。ち

なみに11月は36協定の周知ということを訴えさせていただいておりますので、あらゆる特

定の部署だけではなくて、全方位的に皆さんの労働局と関係する活動を街頭でもやってお

りますので、是非、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

 ２つ目は、安定のところで御紹介が少しあった、安定－４の高齢者の雇用のところの調

査結果の御報告があったと思うのですけれども、新聞記事でも私は目にとめて気にしてい

たので教えてほしいのですが、この安定－４の中には、全国比較みたいなものはないので

すけれども、神奈川県が35位ということで、少し平均を下回っているという報道の記事も

あって、神奈川は今日の資料にあるとおり、70歳以上の企業割合が21.2なのです。隣県で

行きますと、千葉県は29.7、埼玉県は24.7ということで、少し神奈川として何か特徴的な

課題や問題点みたいなものがあるのかどうか、今日現在どういう形で分析されているのか、

もしありましたら教えていただければと思っておりますので、よろしくお願いします。 

○鶴谷職業安定部長 職業安定部の鶴谷でございます。御質問ありがとうございます。 

 都道府県の今年の状況でございますけれども、先ほど３つ数値を御紹介させていただき

ましたが、改めて全国の分と我々神奈川の分とを比較させていただきます。 

 まず、雇用確保措置の義務化されている部分でございますが、先ほど御説明した神奈川

99.7％だったところは、全国もやはり99.7％なので、これは全国と同じです。これに関し

ては、千葉、埼玉のほうが99.6％でございますので、低いという状況です。 

 片や65歳以上まで働ける企業の割合、神奈川ですと75.2と申し上げているのですが、全

国は75.6ですので、若干全国よりも低いというところではございますが、おっしゃるとお

り、埼玉、千葉はもう少し高くて、80％前後となっています。 

 さらに、70歳以上まで働ける企業の割合は、先ほど21.2％と神奈川県の状況を発表させ
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ていただきましたが、これは全国22.6％でございまして、全国のほうが高いのですが、埼

玉、千葉は、埼玉が24.7％、千葉が29.7％ということで、高くなってきているところでご

ざいます。 

 申し上げなかったのですけれども、実は東京は我々神奈川よりも低いのです。おそらく

ですけれども、大企業様より小規模企業様のほうが、比較的定年制に関して廃止等しやす

いとか、もともと定年制がない会社様が多いので、先ほど申し上げた65歳以上あるいは70

歳以上までというと大企業様の割合が高い県は低くなるので、東京は低くなってくるとい

うことでございます。他方、若干地方色のある県で小規模が多いところは高い数値が出て

くるというところがあります。 

 もう一つ申し上げますと、神奈川の場合なのですけれども、実は最初に御紹介した雇用

確保措置の義務部分の割合も去年より低くなっているのです。これは報告の対象になった

企業様が若干増えた部分もありまして、これまで30人まで労働者がいなかった会社様が30

人以上になってしまったりすると、こんな措置あったのだと気づかなくて、まだ措置をと

られていないということで、割合が低くなってしまうということもありますので、景気が

いいとどうしても企業様数は増えてきますから、若干そういうところで数字変化などはあ

るかなと思います。 

 以上です。 

○山倉会長 ほかの委員の方、ございましたら、お願いします。 

○二神委員 横浜国立大学の二神でございます。今回から委員を務めさせていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 私の専門は人的資源管理論で、特に女性や非正規、障害者の働き方などについて国際比

較をしておりますので、今回、神奈川県の状況などについて、大変御丁寧な御説明をいた

だきまして、勉強させていただきました。ありがとうございました。 

 非正規と、また、障害者の働き方に関連して、少し感想と御質問をさせていただければ

と思います。御説明にあったように、政府の働き方改革の推進の中で、神奈川県でもそう

いった取り組みをされているということで、大変参考にさせていただきました。その働き

方改革の中でも非正規の処遇改善というのは一つの大きな柱だと思いますので、とても重

要な課題だと思います。神奈川県でも非正規の雇用比率が４割近くを占めているというこ

とで、にもかかわらず、雇用が不安定であるとか、賃金が安いとか、能力開発の機会が少

ないということで、課題は山積していると思いますし、特に非正規、パートなどは女性が

多いことからしますと、女性の働き方の問題でもあるということで、非正規の処遇改善は

重要なのかと思っております。 

 ヨーロッパなどでは、フレキシキュリティという言葉がキーワードになって、フレキシ

ビリティーという柔軟性とセキュリティという保障の、その両立が本当に課題であり、そ

ういった意味ではフルタイムとパートの均等待遇というものが当然確立されているわけで

すけれども、そういった中で、先ほど御説明があった無期転換ルールの取り組みキャンペ
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ーンであるとか、そういった非正規であっても正規への道筋が見つけられ、あるいはキャ

リアアップできる仕組みづくりは非常に重要な点かと思います。 

 それに関連して、少し質問なのですけれども、非正規でもキャリアアップできる仕組み、

あるいは、職業訓練などの充実によって、非正規であってもスキルを長期的に伸ばしてい

けるのかといったこと、資料の中ではキャリアアップ助成金などの説明もあったのですけ

れども、具体的にどういう職業訓練を非正規の方に対してされていて、そういったキャリ

アアップの道筋をつくっていらっしゃるのかということを、一つお伺いしたいというのが

１点目でございます。 

 ２点目は、障害者の働き方ということに関連してなのですけれども、先ほどの御説明に

もありましたように、一億総活躍社会の実現ということの中には障害者の方、高齢者の方、

女性といった働き方が重要なのですけれども、特に障害者の働き方に注目しますと、県に

おいても、先ほど御説明にあったように、法的雇用率達成企業は半分以下ということです

し、先ほど御説明にありましたように2018年から法定雇用率が2.2％、そして、2020年には

2.3％に引き上げる中で、企業の障害者雇用はますます充実になっているのかなと思います。 

 また、資料の中の福祉から雇用の促進ということも非常に重要かと思いまして、私は厚

生労働省の障害福祉のほうのサービスの委員もやっているのですが、特に福祉に関して言

うと、就労移行支援、Ａ型とかＢ型とあると思いますけれども、特にＢ型などは工賃が月

１万5,000円以下ということで非常に厳しい状況でございますので、そういう意味では、福

祉から雇用への移行は非常に重要になってくるのかなと思います。 

 私の研究に関連すると、しかしながら、神奈川県というのは、いろいろ研究をしてみま

すと、ベストプラクティスのような取り組みがされていて、例えば労働組合を母体とした

ような福祉作業所があったりとか、企業と特別支援学校のインターンシップなどの連携が

非常にうまくとれているような、産学官の連携がうまくとれているようなところもありま

して、私のほうで、今年出版した本の中では「神奈川モデル」ということで、ベストプラ

クティスのことを障害者雇用に関しては書かせていただいたのです。神奈川県ならではの

特色というものを、全国に先駆けて、ベストプラクティスを打ち出してもいいのかなとい

うのが感想でございます。 

 私の質問としましては、これは障害者にかかわらず、先ほど言った非正規にも関係しま

すけれども、職業能力を充実させるということが非常に重要になってくるのかなと思って

おります。これから非常に技術革新とか、AIなどが進んでいく中で、しっかりしたスキル

をどんな労働者であっても身につけることが重要でありますし、特に障害者の場合は、ス

キル、職業能力の充実が重要になってくるので、神奈川のほうで、特に資料などは障害者

雇用促進連絡会とか、そういったことをつくっていらっしゃるなどはあったのですけれど

も、神奈川県ならではの職業能力の仕組みづくりなどをされているのかどうかを、２つ目

の質問とさせていただきたいと思います。 

○布川雇用環境・均等部長 雇用環境・均等部の布川でございます。 
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 私からは、無期転換ルールに絡めまして申し上げますと、非正規労働対策が重要という

ことで、労働局で従来職業安定部、雇用均等室で非正規労働対策、パートタイム労働法を

ばらばらで担当していましたが、雇用環境・均等部で、非正規労働対策として総括的に行

うことになりました。そういう関係で、労働契約法などの所掌も労働基準部から雇用環境・

均等部に移ってきたところです。 

 無期転換ルールは、大いに非正規労働対策に貢献するところになるかと思います。無期

契約に転換したからといって、イコール正社員になるというわけではないのですが、しか

し、今まで有期契約で更新を重ねているより、無期契約になったほうが少なくとも安定的

な雇用になり、将来を展望して、企業にとっては長期的な視野で、労働者の育成を図れる

ことになりますし、労働者にとっては、自分のキャリアを長期的視点に立って磨けること

になり、それに伴って待遇も改善されていくことになりますから、この無期転換ルールも

推進していかなければならないと思っております。 

○二神委員 あわせて、キャリアアップ助成金も非正規の方に対してやっていらっしゃる

というのは、例えば具体的にはどういう仕組みに対してどのぐらいの金額を差し上げると

いうのは、どうなっているのでしょうか。 

○鶴谷職業安定部長 職業安定部からお答えさせていただきます。 

 キャリアアップ助成金に関しましては、助成金は１個なのですけれども、コースがいく

つか分かれていまして、一番大きく支給しているのは正社員化コースというもので、一旦、

企業様が有期雇用、あるいは短時間、あるいは派遣労働者としてお雇いになっていた方々

を正社員に転換させる。雇用契約を変えて転換させるときに、お支払いしている助成金で

ございます。 

 大体どのぐらいかというのは、大企業、中小企業でちょっと違うのですけれども、例え

ば有期の方、パートさんを正社員にした場合、中小企業で、現在ですと１人60万円お支払

いしているようなものでございます。これが大体今年に入ってからですと、月に県内200

～300件ぐらいは支給申請をいただいているくらいの勢いです。 

 このキャリアアップ助成金というのは、基本的に、非正規を雇っている企業様向けの助

成金なのです。その中のコースに、もう一つ人材育成コースというものがありまして、有

期契約の労働者の方でも能力開発が必要になられると思いますが、企業様がOJTあるいは

Off-JTをされたときに、そのときにお支払いしていた賃金、あるいは訓練にかかった費用

について、一部助成させていただいております。額的には、賃金ですと、中小企業で、１

時間当たり760円助成させていただいておりますし、訓練費用につきましては、かかった費

用の一部を、上限もありますけれども、助成させていただいています。これ以外にも、例

えば有期の方も対象になるような健康診断を就業規則に定めた場合の助成など、いくつか

メニューはございます。 

 続きまして、先ほど障害者のお話もありましたので、答えさせていただきます。ベスト

プラクティスをもっと打ち出したほうがいいというようなお話がございまして、ありがと
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うございます。Ｂ型だけではないのですけれども、ハローワークでは就職支援に当たって、

例えば、医療的措置を受けている精神障害者の方がいて、就労できるかもしれないという

状態のときなどには、支援している障害者支援センターの方であるとか、あるいは病院の

方とか、御本人様にハローワークに来ていただいてケース会議などをしながら、お一人お

一人の状況に合わせて、これならば就職できるだろうとつなげるような取り組みもさせて

いただいているところでございます。 

 人材育成に関して、障害者の職業能力開発学校は国が設置して全国でも幾つかしかない

のですが、神奈川県にも１カ所ございまして、名前が神奈川障害者職業能力開発校です。

実は神奈川の場合、国立県営になっていて、運営は神奈川県がやっているのです。ほかに

は国立国営のものもありますけれども、神奈川県の場合、国と県がうまく連携していると

いう一つの例です。 

 もう一つ、知的障害者を就労に向けるために、職業訓練法人神奈川能力開発障害者職業

センターがございまして、これは実は第三セクターなのです。県、企業でつくっているセ

ンターであって、そこで能力開発をしてから就職に向けているというようなことをやって

います。 

 以上です。 

○二神委員 ありがとうございました。 

○山倉会長 まだ時間がありますので。 

○畑野委員 経営者協会の畑野でございます。 

 非常にふわふわした質問になろうかと思いますが、御容赦いただきたいと思います。 

 先ほど来、御説明をいただいております働き方改革に関連して、戦後最大と言われるよ

うな労働法関係の改正が行われるという触れ込みになっております。まだ国会に法案の提

出もされていないのですか。多分、通常国会あたりには出てくるのだろうとは思いますけ

れども、そういった中で、今の企業経営者の立場で言うと、この先、どうなっていくのだ

ろうというところがほとんど見えていないのです。例えば、今年の７月ぐらいでしたか。

大和総研さんのほうの試算で長時間残業を減らしていくというような形をとると、８兆

5,000億円の支払い人件費が減っていきますよと。要するに、GDPを８兆5,000億分は落とし

ますというような試算が出たと思います。これは正しいかどうかはわかりませんけれども、

その後で、総理から出たのか、誰から出たのかわかりませんけれども、企業経営者はその

８兆5,000億円を、残業を減らした分、ほかの賃金を上げたらどうといったような御提案が

あったやに見えます。 

 もう一つ考えなければいけないのは、ここに来まして、企業経営者の立場で言うと、非

常に採用が難しくなってきているというか、人手不足という状況になってきております。

先日もある方と、70～80人を使っていらっしゃる社長さんと話をしていたのですけれども、

今年の９月以降も含めて全く人がとれない状態になってきているのだと。しがみつきとそ

の方はおっしゃっていましたけれども、70歳を過ぎても残ってくれよという形で言うのだ
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けれども、体調がというような形で、残っていただけない。そんなこんなを考えていくと、

例えば８兆5,000億がどうかというところは別としまして、これは人を雇っていくよりも、

機械に置きかえていくしかないのではないかと思っているというようなことをおっしゃっ

ていました。１億円の投資をすると、５年ぐらいで５人分ぐらいの人件費と考えると回収

するのだそうです。そのようなことも考えているといったような状態でありました。企業

経営というか、お金の出し入れを含めまして、どうなっていくのかというところが非常に

見えない状況で、先行きどうしていこうかという不安を持っている前提がございます。 

 以上を踏まえていただいて、働き方改革の改正といいますか、その法案を提出するに当

たって、多分提出される厚生労働省としては、経済効果というのでしょうか、あるいは政

策効果というのでしょうか、それをどうお考えなのか。例えば雇用労働者が増えると計算

されているのか、あるいは、支払人件費が増えるのか減るのか、それがGDPに対してどんな

影響を持ってくるのか。多分試算はされていると思うのですけれども、なかなか見えてこ

ないのです。この先の世の中がどうなるのかというところを見ていくに当たっては、マク

ロとミクロが違うのはわかっているのですけれども、そういったところの概念をお持ちで

あれば、御説明をいただければと思います。できれば、神奈川県においてはどんな状態に

なってくるのかというようなところもお考えがあれば、お聞かせいただきたいと思います。 

 以上です。 

○姉崎局長 ありがとうございました。 

 働き方改革の関連法案につきましては、労働基準法等、８つの法律を束ねて一括改正す

るという法律案になっていますけれども、この分ですと、来年の通常国会で議論をされる

ということでございます。 

 今の法律案要綱では、基本的には施行が2019年の４月からになって、成立がおくれた分、

施行がずれるかもしれませんけれども、そういう前提で８つの法律を一括改正するという

ことで進めていくということかと思います。 

 その法律を改正したときに、雇用はどうなるのか、人件費がどうなるかという試算とい

うのは、私も聞いておりませんが、ただ、政府全体としては、今、安倍総理のもとで、御

承知のように新三本の矢というものがあって、GDPを600兆円にする、希望出生率1.8を実現

する、介護離職ゼロという３本柱があります。ですので、GDP全体につきましては、今、550

兆円ぐらいだと思いますけれども、600兆円を目指すことになっておりますので、少なくと

も、この働き方改革関連法案によって、GDPに相当マイナスの影響が出るとは考えてはいな

い。仮にそうだとしても、それをリカバリーできるような別途の企業に対する生産性の向

上の施策、先ほど人手不足を機械に置きかえるというのがありましたけれども、今、AIだ

とかIoTだとかと言われておりますが、そうしたことが、一時、すごく雇用を減らすという

ことが言われていましたけれども、そうではなくて、人手不足なので、機械化することで

人手不足を補うということで、うまく使っていければいいのかなと思います。そうしたこ

とも推進をすることで、全体として景気が悪くならないように推進していくのではないか
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と思っております。 

○畑野委員 ありがとうございます。 

○山倉会長 何かございますでしょうか。 

○黒木委員 アマダホールディングスの黒木と申します。 

 いろいろ神奈川労働局の方々から御説明をいただきまして、非常にきめ細かくやられて

いるなと思っています。 

 ただ、私の、いわゆる経営サイドからの発言をさせていただきますと、基本的に、今、

非常に悩ましいのが、いわゆる長時間労働の是正及び有給休暇の取得率を上げるというこ

とで、これは神奈川労働局さんのほうからも御説明があったとおり、その方針に基づいて、

うちも御協力させていただいて、具体的には、定時退社日を設けたり、強制シャットをし

たり、有給の取得率、年間の休日を増やしたりということは、鋭意努力させていただいて

おります。ただ、これはまた来年になるとベアだとかということで、安倍首相もまた３％

と言われているということで、我々としましても、おそらく経営サイドから言うと、一時

金の賞与でという感覚が強いと思うのです。経営サイドとして懸念しているのが、いわゆ

る固定費、費用が増える方向というか、要は、費用は増えてもいいのですけれども、費用

対効果を見なければいけないということは常に念頭にございまして、今、御説明いただい

たことを全てやれれば最高だと思うのですが、これをやるためには、それ以上の利益を上

げなければ、会社としてはなかなか厳しい状況に追い込まれるということでございます。 

 例えば、障害者の雇用率とか、これから徐々に上がっていきますけれども、次、3.3％と

か上がってきたときに、いつまで上がるのというのが正直言ってありますし、そういった

意味で、この辺を当然企業のCSRということでやっていくべきところはやっていかなければ

いけないと思っていますが、長期的に見た場合に非常に不安感があるというところがござ

います。その辺もいろいろ考慮された上で、いわゆる数値というか、この辺を出していた

だければと思います。 

 少子高齢化ということで、いろいろ労働力不足ということで、先ほども畑野委員からお

話がありましたけれども、人がとれない状況です。ただ、一方で、会社としては、とった

以上はそこで費用が発生する。そのとった人を使って今以上の利益を上げなければいけな

いということがございますので、当然質も問われます。ですから、その辺との兼ね合いで

非常に難しいところではあるのですが、これから神奈川労働局さんの御説明もいただきま

したので、できる限り、その方向性というのは尊重しつつ、会社としてやるべきことをや

っていきたいと思っております。 

 以上です。 

○山倉会長 単純な質問でよろしいですか。無期転換ルールの取り組みのキャンペーンと

いうことがあって、具体的にどんなことが問い合わせとして今、あるのか。つまり、今後、

これは３月にかけて出てくると思うのですが、どんなことが事業主とか、個々の労働側か

らあるのか。これは私も直面している問題があったものですから、解決できたのですが、
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それで聞きたいことの一つです。 

○河野指導課長 指導課の河野と申します。 

 私どもに寄せられている御相談なのですけれども、９月、10月あたりは圧倒的に事業主、

それから、社会保険労務士の方からの制度に関する問い合わせが多くて、基本的なところ

から、無期転換を申し込まれたら断っていいのかとか、クーリングの問題ですとか、そう

いったことがございました。徐々に労働者の方からの相談も増えていまして、現実に自分

は無期転換権がいつ発生するのかとか、そういったような御相談がございます。最近は特

措法の関係で、定年後、60歳定年で65歳まで継続雇用で、有期雇用を繰り返して雇用する

事業場が多いと思いますけれども、その後、その方たちにも無期転換権が発生するのかと

か、有期雇用の方に定年を設けているけれども、定年といいますか、雇用の上限というこ

とだと思いますけれども、その方たちはどうなるのかといったような御相談を多く受けて

おります。 

○山倉会長 どうもありがとうございました。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

○松本委員 単純な質問なのですけれども、資料の基準－14なのですが、過労死等の労災

補償状況で、脳・心臓疾患の労災補償状況ですけれども、請求件数が前年度比で35％減少

しているということで、請求件数は年度によってばらつきがあるのはこの表を見ればわか

るのですけれども、35％というのはいかにも減り方が激しいのですが、何か理由があった

のでしょうか。 

○久富労働基準部長 脳・心臓疾患については、最近、全国的に見ても減少傾向にござい

まして、なぜ減少しているのかは正直よく分からないです。分析しても、今、持っている

データでは分析し切れないですね。 

○松本委員 分かりました。 

 もう一つ、精神障害の労災補償状況のほうなのですけれども、業種別では、支給決定件

数は「医療・福祉」が最多と書いてあるのですけれども、もともとこういう業務に携わっ

ている職場の方にこういうことが発生する状況が多いということなのですか。 

○久富労働基準部長 精神障害については、基準－14の８ページをご覧いただきますと、

業種別では、最も多いのが卸売、小売、運輸業となっておりますけれども、卸売、小売が

多いのは母数が多いからだと思います。ここだけが特に仕事がきついとか、いじめが多く

発生しているとか、そういったことではなくて、神奈川の場合には、全産業で最も多いの

が卸売、小売業ですから、そういった意味で数が多くなってきているのだと思います。逆

に言うと、運輸交通業、運輸郵便業というのは、そんなに労働者が多くない。それからす

ると、母数が少ない割には仕事がきついといった点で、精神障害の支給決定件数が多くな

ってきているのではないかなとは思います。 

○山倉会長 ほかにございますでしょうか。 

○中島委員 時間がない中、済みません。中島と申します。よろしくお願いします。 
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 簡潔に言います。働き方改革というところが、今、すごく言葉がひとり歩きしていると

ころがあると思っているのですけれども、自分の勤めている企業の中でも、働き方改革は

何をしたらいいのかということで、とりあえずは長時間労働を是正しましょうとか、過重

労働を是正しましょうとか、そういったところから始まっているわけでして、でも、実際

には働き方改革はそういうものではなくて、もっともっと深いものがあるのではないかと

思っているのです。 

 神奈川県で見ると、いろいろな産業があると思っています。私のところは製造業なので

すけれども、サービス業もあるでしょうし、農業でも、林業でも、いろいろなところがあ

ると思うのですけれども、神奈川県で考える働き方を改革していくといったイメージをど

のようにお持ちでいて、どういう方向で進んでいこうと考えているかを教えてもらいたい。 

 先ほど説明いただいたものは、企業の中での管理を変えていこうだとか、雇用の形態を

変えていこうとか、そういったものは取り組みとしてわかるのですけれども、神奈川県全

体としてどうしていこうかというところをイメージされているかというのを教えてもらえ

たらと思うのです。よろしくお願いします。 

○姉崎局長 働き方改革の関係につきましては、総理主導で、総理が議長になって働き方

改革国民会議というものを昨年つくって、そのときに、総理からは９項目を検討してくだ

さいという指示がありまして、それで、今年の３月に実行計画ができまして、項目として

は11項目になっております。世の中的には、長時間労働の是正と同一労働同一賃金という

ことがすごくクローズアップされておりますけれども、先ほども説明がありましたが、病

気の治療と仕事の両立ですとか、子育て・介護と仕事の両立ですとか、あるいは障害者、

高齢者の雇用、それから、雇用吸収力の高い産業への労働力の移転ですとか、テレワーク

みたいな柔軟な働き方とか、すごくいろいろな項目がたくさんあります。 

 いろいろなたくさん項目があるのですけれども、先ほど法律事項以外のところ、取り組

めるところから取り組んでいくと申し上げましたけれども、現在の政府の方針としては、

盛り込まれている施策は全部やる。多分、順位的には、労使の協議で、職場でそれなりに

実態が進んでいるものというのは、労使の協議が進みやすいですから、そういうところか

ら進んでいくということなのかもしれないですけれども、神奈川としてどうするかという

のは、今のところ３月に、実行計画ができて半年ぐらいですけれども、まだメニューが出

そろっているわけでもございませんので、とりあえず、盛り込まれた施策は全部をやると

いうことでやっておりまして、まだ神奈川局として、ここをすごく重点にやって、ここは

もうちょっとやらなくてもいいのかなとか、そういうところはまだ考えておりません。こ

れからいろいろな取り組みを進める中で、ここはさらに遅れているから、神奈川としても

っと重点を入れていこうとか、ここはもうかなり進んでいるので、少し省いてもいいかな

とか、そういうところをこれからメリハリをつけて施策として取り組んでいければいいか

と思います。お答えになっていないかもしれませんけれども、そんなことで進めていきた

いと思います。 
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○櫻庭委員 電機連合から参加している櫻庭と申します。今回初めての参加となります。 

 先ほどから、働き方の改革ということで、労働者側からなのですけれども、今、労使で、

私のところもWGで進めておりますが、その中で労働者のほうにもかなりの不安がありまし

て、残業を短くしろと言われまして、でも、仕事は減らない。そこを効率化でやっていけ、

生産性はアップしろということで、どうやったらいいのだと労働者も戸惑っております。

残業代も減ってしまうというところも一つの問題です。残業しないために仕事を終わらせ

るのに昼休みに少しやってしまうとか、持ち帰り、そういう傾向も出てきておりますので、

短くする分、過密労働になる危険もあると思います。その辺もあわせて検討していきたい

と思っております。 

 以上です。 

○久富労働基準部長 働き方改革の中で長時間労働の是正を目標にしているのですけれど

も、そもそもアメリカは別ですが、ヨーロッパに比べると日本の労働時間はどうしても長

いといった現状にあります。海外比較も含めて、労働時間だけを短くするのではなくて仕

事の仕方、ノルマもノルマがどれぐらいが適当なのか、そのノルマをこなすにはどういう

仕事の仕方をすればいいのかといった、仕事の仕方自体を変えなければいけないという意

味での改革だと思っておりますので、単に労働時間だけを短くしろと申し上げるつもりは

ございません。 

○櫻庭委員 そういうことなのですけれども、わりと労働者側にももうちょっと効率化と

いうことを求めておられますので、会社とか、もっともっと上の仕組み、お客様との関係

ですね。お客様のほうも納期に対する融通とか、社会全体として、もうちょっとそういう

ところ、神奈川として何か流れを、大きな仕組みを考えているところがあれば教えていた

だきたいと思います。 

○久富労働基準部長 これは神奈川というよりも日本全体で取り組んでいるのですけれど

も、先ほど建設業の関係で若干申し上げましたが、商慣行や雇用慣行、世の中全体、業界

全体まで切り込んだ改革をやる。例えば公正取引委員会とか、中小企業庁などともタイア

ップした上で、請負関係の是正など、そういったところにも取り組んでいるところでござ

いますので、労働者側にのみ負担を課すとか、そういった考えで進めているわけではござ

いません。 

○布川雇用環境・均等部長 今の関連なのですけれども、厚生労働省のほうで、今年度、

働き方改革を推進する中でこれから力を入れていくこととして、中小企業・小規模事業者

に対して働き方改革への取り組みを促していくこととしています。その理由としては、雇

用者の７割が、中小・小規模事業者に雇われている方たちであり、そこを進めていかない

となかなか働き方は変わらないであろうということで、これから中小企業や小規模事業者

に対しての働きかけに重点を置いていくことになっております。 

 働き方改革は、今までのように男性だけが働いているわけではなく、家庭責任を抱えて

いる女性ですとか、あるいは体力的な面で配慮が必要な高齢者の方など、いろいろな方が
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働けるような職場環境の整備を進めていきましょうと、労働時間的な整備だけではなく、

ダイバーシティといいますか、多様な労働者が働ける環境を作っていきましょうというの

も、一つの目的ではないかと思っております。 

 労働者だけに効率性を求めるというのではなく、できるだけ生産性を上げるために、企

業側が設備投資をするなどして生産性をアップした事業主に対しての助成金制度なども労

働局のほうで用意されているところです。そういったものを活用しつつ、労働生産性アッ

プのための設備投資などを進めていただけるように、労働行政として取り組んでおります。 

○山倉会長 どうもありがとうございました。 

 活発な議論で、私も働き方改革って何なのだろうかと、経営学者として考えることです

が、それが一番、今後私の課題ともしたいと思います。 

 それでは、時間になりましたので、本日は御議論、ありがとうございました。 

 事務局から連絡があります。よろしくお願いします。 

○古屋企画官 どうもありがとうございました。 

 それでは、次回は３月の上旬ごろに、平成30年度の行政運営方針案を中心に御審議をい

ただく予定としております。年内には、また日程調整をさせていただきますので、御協力

をよろしくお願いいたします。 

○山倉会長 それでは、本日用意しておりました議事、審議事項は全て終了させていただ

きました。 

 なお、本日の議事の議事録署名につきましては、労働側は林委員、使用者側は畑野委員

を指名したいと思います。よろしくお願いします。 

 本日は、御協力ありがとうございました。 

○古屋企画官 山倉会長、委員の皆様、誠にありがとうございました。 

 これをもちまして、閉会とさせていただきます。 


